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群馬県教育ビジョンの策定に向けた想い 

【児童生徒の皆さんへ】 

自分も、みんなも、幸せになろう――それが、

この「群馬県教育ビジョン（第 4 期群馬県教

育振興基本計画）」に込めた願いです。 

 

皆さんの人生をどのようなものにしていく

のかを選択し、決めていくのは、他でもない皆

さん自身です。 

私たちは、日々の生活や学びを通して、自分

を知り、自分の強みや弱みを理解し、試行錯誤

を重ねて、時には失敗しながらも、より良い自

分と幸せを求めて生きています。 

 

そして、私たちは、自分の人生の主人公であ

ると同時に、自分が生きているこの「社会」の

一員でもあります。 

児童生徒の皆さん――時に、「子ども」と呼

ばれる皆さんもまた、「大人」と同じ「社会」

を形成している主体（メンバーの一人）なので

す。 

 

ニュースやＳＮＳの中で、「社会が悪い」、

「社会のせいだ」という主張を目にしたこと

はありませんか？「社会が悪いのだから仕方

がない」、「社会なんて変えられない」そんなふ

うに感じてはいませんか？ 

 

けれど、「社会」というものは、「自分以外の

誰か」のことではありません。 

誰かが勝手に決めているから、自分ではど

うしようもない――そのように思うことはあ

りません。何故なら、社会を構成するメンバー

の一人である皆さんは、「社会」を変える力を

持っているからです。 

一人きりで今すぐに社会を変えることは難

しいかもしれません。それでも、周りの人と話

し合い、協力し、より良い解決策を探しながら

行動していくことで、「変化」を生み出すこと

は可能です。 

 

 

人は、誰しも、生まれついて、自分と社会を

より良くしようと願う心や、そのために必要

な力を持っています。 

 

この計画の内容を考えるときに、高校生と

大学生が参加するワークショップを行いまし

た。そこでは、「後輩に引き継ぎたい理想の学

校はどんな学校か」、「学校に留まらない、これ

からの未来に向かう学びは、どのようなもの

になるとよいか」について意見を出し合いま

した。「生徒が主体的に動ける学校になるとよ

い」、「自分に合わせて意欲的に学べて、先生が

サポートしてくれる環境が多くあるとよい」、

「横（学校や各自のコミュニティ）や縦（年代）

の広がりのある学びになっていくとよい」と

いった意見が多く出ました。  

 

こうした「自分とみんなのために動きたい」、

「そのために自分の意志で学びたい」という

気持ちを伸ばしていくのか、それとも損ねて

しまうのか。それは、皆さん自身の考え次第で

す。また、周りの大人の関わり方や環境によっ

ても変わるでしょうし、そこには教育の在り

方も大きく影響すると考えています。 

 

群馬県教育ビジョンでは、児童生徒の皆さ

んを「一方的に教えられ、守られるだけの子ど

も」とは考えません。皆さんそれぞれの年齢や

状況に応じて、自分の頭で考え、判断し、行動

できるようになるための力を身に付けてほし

いと願っています。 

 

群馬県の教育をより良いものにしていくた

めに、更には、この社会をより良いものにして

いくために、児童生徒の皆さんと私たち大人

とが、共に力を合わせていけたら素晴らしい

ことだと思います。 
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【 保護者、教職員、地域の方々… 

この計画を目にするすべての皆さんへ 】 

前ページの児童生徒の皆さんに向けた文章

は、私たち大人にも共通したメッセージです。 

ここでは、もう少し深く群馬県教育ビジョ

ンの策定に向けた想いをお伝えします。 

 

［失敗を恐れない心］ 

周りを思いやる心と慎ましさ、和を重んじ

る態度や規範意識の高さ等は、日本人に特徴

的な美徳として、海外の国々から非常に高く

評価されています。これらの美徳は、今後も持

ち続けてほしい素養と考えています。 

その一方、日本人の特性として、同調圧力の

強さも指摘されています。周囲と異なるもの、

異なる行動を忌避し、新型コロナウイルス禍

の中で散見されたように、場合によっては集

団による攻撃的な行動に発展することさえあ

りました。 

こうした美徳や特性は、いずれも国際比較

で明らかな、日本人の「失敗を極端に恐れる」

ことの別の側面です。 

この傾向は、日本人の大人にも子どもにも

共通しており、日本社会の「生きにくさ」につ

ながるものと考えています。失敗を恐れ、挑戦

を回避する傾向は、現在の日本社会を覆う停

滞感や閉塞感の一因でもあります。 

自分自身が試行錯誤しながらも挑戦できる

ようになり、同時に、何かに挑戦しようとする

他者を素直に認められる――そんなふうに私

たちの意識を変えていくことが必要です。 

［対話する力］ 

社会の中で、人と関わり合いながら生きて

いくためには、自分と他者の間に意見や利害

の対立が生じることは、当然あるものと受け

止めることが必要です。 

意見の相違や利害の対立を安易に回避した

り、一方的に相手をやり込めたりするのでは

なく、互いの意見を尊重しながら、対話を重ね、

お互いにとって、より良い道を探っていける

姿勢を身に付けることが大切です。 

和を重んじるあまり、対話を避け、一方的な

忍従を強いる場面も少なくありません。 

 

 

「対話する力」を身に付け、利害の対立や紛

争を調整する経験や、そのためのトレーニン

グは、日本人に不足しているとされる要素の

一つです。 

［自律する力］ 

何が重要か自ら判断し、問いを立て、解決を

目指していける力が重要です。そうした「自律

する力」を育むのは「主体的な学び」です。 

いつも「誰かが決めてくれる」のであれば、

「自分で考える」必要はありません。 

国際比較で指摘される日本の若者の「国」や

「社会」に対する「当事者意識の低さ」の要因

の一つとして、ときに「与え過ぎる教育」があ

るのではないかと考えます。 

常に受け身であり続ける教育の中にあって

は、「主体的な学び」は育ちません。 

子どもたちは､元々、自分で考え、友達と話

し合い、決定して、行動する力を持っています。 

［エージェンシー］ 

今、私たち大人に必要なのは、子どもたち自

身の力を信じることです。 

これまでに経験したことのない急激な人口

減少と ICT の加速度的な技術革新が進む予測

困難な時代を生きていく子どもたちには、1 つ

の正解を早く正しく導き出す力だけでなく、

答えが１つではない課題にみんなで協働しな

がら積極的に取り組んでいける力を身に付け

ることが、これまで以上に重要です。 

人は、誰しも、生まれついて、自分と社会を

より良くしようと願う意志や原動力を持って

います。これを「エージェンシー」と呼びます。  

群馬県は、今、「エージェンシー」という言

葉をこの計画で提示します。 

「エージェンシー」を血の通った取組へと

つなげていくことで、それぞれの子どもたち

と、社会全体のより良い未来を実現していき

ましょう。 

 

 

令和６年（２０２４年）３月         

群馬県教育委員会 
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第１ 群馬県教育ビジョン（第 4 期群馬県教育

振興基本計画）策定の基本的な考え方 
  

１ 「新・群馬県総合計画」に基づきます 

（１）県最上位計画：「新・群馬県総合計画」の構成 

令和 2 年（2020 年）度に策定された「新・群馬

県総合計画」は、県政を運営するための基本方針

となるものです。 

県総合計画は 2040 年の目指す姿を描いた「ビ

ジョン」と、これを踏まえて、2030 年までに重点

的に取り組む具体的な政策を体系化した「基本計

画」の二段階で策定しています。 

【 ビジョン（20 年）】 

群馬から世界に発信する「ニューノーマル」 

～誰一人取り残さない自立分散型社会の実現～ 

2040 年までの群馬県を取り巻く様々な環境の

変化を見通した上で、県民の幸福度向上に向けた

「目指す姿」と「実現へのロードマップ」をバッ

クキャスト思考で描いています。 

● 計画期間 2021年～2040年（20年間） 

※計画期間中も、常に時代の大きな変化を読

み取り柔軟に対応します。 

● 目指す姿 

「年齢や性別、国籍、障害の有無等にかかわ

らず、すべての県民が、誰一人取り残される

ことなく、自ら思い描く人生を生き、幸福を

実感できる自立分散型の社会」 

【 基本計画（10 年）】 

● 計画期間 

2021 年～2030 年（1０年間） 

※５年経過時に見直しを行います。 

● 施策体系 

ビジョンで描く 2040 年の姿を実現すること

を目標に、３つの視点から政策と施策を体系化

しています。 

［ロードマップ］ 

ビジョンで描く 2040 年の姿を実現するた

めの施策を、ビジョンで示した政策の柱ごと

に、ロードマップの形で体系化 

［分野別・ＳＤＧｓ別重点施策］ 

2030 年までの重点施策を分野別・ＳＤＧｓ

別に体系化 

［地域の土壌と施策展望］ 

県内の１１地域の固有の価値である自然、

歴史、文化等と今後の施策を展望 

（２）県総合計画が目指す教育像：「始動人」の育成 

県総合計画では、「始動人」の輩出を掲げてい

ます。「始動人」とは、群馬県で定義した言葉で

「自分の頭で考え、他人の目指さない領域で動

き出す人」です。いわゆる従来の日本の教育が理

想としてきた画一的な「優等生」ではなく、学力

だけでない群馬の教育が理想とする「個性」とし

て、次のような力を持った人としています。 

• 自分の頭で未来を考える力 

• 動き出す力 

• 生き抜く力 

群馬県教育ビジョンでは、この「始動人」の概

念を核として、より拡張した概念として、最上位

目標に「エージェンシー」という言葉を掲げます。

これは、人は生まれながらに自分と社会をより

良くしようとする意志を持っていることを表す

ものであり、上記の「始動人」の考え方に、自分

と他者を尊重すること、社会課題を自分事化す

ること、創造的な対話により問題の解決を図ろ

うとすること等の要素を加えて、群馬県で再定

義したものです。 
（⇒「エージェンシー」については、Ｐ30「ウェルビーイング」

の向上と「エージェンシー」と「コンピテンシー」へ） 

 

２ 「群馬県教育ビジョン」では、今後５年間の 

教育施策の理念と方向性を示します                 

     変化が激しく、先行きが不透明で将来の予測が

困難な現代においては、これまでにも増して、教

育の果たす役割は大きくなっています。 

従来の価値観や将来への展望が通用せず、急激

な社会の転換が図られる時代にあっては、一人一

人が、自ら考え、判断し、責任をもって行動するこ

とが、より重要になってきます。そのためには、全

ての人たちが生涯にわたって自ら学び続けていく

ことが必要です。 

それ故に、群馬県では、この計画の対象を「学習

者」としました。いわゆる「学校」に通う児童や生

徒だけでなく、大人も子どもも誰もが同じように
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「学び続ける者」、すなわち「学習者」であること

を前提としています。 

学校現場では、令和４年（2022 年）度から新しい

学習指導要領1が、全ての学校種で完全実施されてい

ます。 

現在（令和 5 年（2023 年）度末）の学習指導要領

では、社会の変化が加速度を増し、複雑で予測困難

となっている時代背景を踏まえ、資質・能力を「知

識及び技能」、「思考力、判断力、表現力等」、「学び

に向かう力、人間性等」の３つの柱に改めて整理し

ました。その上で、学校教育を学校内に閉ざすこと

なく、地域や社会と連携・協働することで、「社会に

開かれた教育課程」の実現に向けた取組を重視する

としています。 

また、各学校においては、教育課程に基づく教育

活動の質を向上させ、学習効果の最大化を図る「カ

リキュラム・マネジメント」の確立を図るものとし、

各教科等の指導においては、資質・能力が偏りなく

育成されるよう、児童生徒の「主体的・対話的で深 

い学び」の実現に向けた授業改善を行うとしていま

す。 

上記の学習指導要領に基づき、学校現場では、教

職員が児童生徒の個別最適な学びと協働的な学び2

を推進し、主体的・対話的で深い学びのための取組

を重ねています。 

 

更に、令和４年（2022 年）12 月に「生徒指導提

要3」が 12 年ぶりに改訂されました。この改訂では、

｢積極的な生徒指導の充実｣、｢個別の重要課題を取り

巻く社会環境の変化の反映｣、｢学習指導要領やチー

ム学校等の考え方の反映｣の３点がポイントとなっ

ています。  

これら様々な要素を踏まえて、今後、５年間の本

県の教育の方向性を示す「第４期群馬県教育振興基

                                                        
1 学習指導要領：全国のどの地域で教育を受けても、一定の水準の教育

を受けられるようにするために、文部科学省が学校教育法等に基づいて

定める各学校で教育課程（カリキュラム）を編成する際の基準。 
2 「令和の日本型学校教育」の構築を目指して ～全ての子供たちの可

能性を引き出す，個別最適な学びと協働的な学びの実現～（令和３年

（2021 年）１月 26 日中央教育審議会答申 第 228 号） 

本計画（以下、「群馬県教育ビジョン」という。）」を

策定します。  

 

３ 「群馬県教育ビジョン」の位置付けと「新・群馬

県総合計画」及び「国第４期教育振興基本計画」

等の関連性 

群馬県教育ビジョンは、教育基本法第 17 条第２

項に基づいて定める本県における「教育の振興に関

する基本的な計画」です。 

群馬県教育ビジョンは、「新・群馬県総合計画」

の下で、「第２期群馬県教育大綱」と並ぶ群馬県の

教育分野における最上位計画に位置付けます。 

群馬県教育ビジョンは、国の第 4 期教育振興基本

計画（令和５年(2023 年)６月 16 日閣議決定）を参

酌した上で、策定しています。 

 

４ 「群馬県教育ビジョン」の期間 

  令和 6 年(2024 年)４月から令和 11 年(2029

年)３月までの５年間とします。 

 

５ 「群馬県教育ビジョン」を定める範囲 

   群馬県教育ビジョンにおいては、他の分野の計

画で取組方針が定められているものであっても、

各分野の施策と密接に連携し、教育施策として主

体的に取り組んでいく必要があるものについては、

取組方針を定めます。 

 

６ 「群馬県教育ビジョン」の構造 

 群馬県教育ビジョンは、総論と各論で構成しま

す。 

また、群馬県教育ビジョンを踏まえた具体的な

取組や事業、進行管理に係る指標等は、計画期間の

各年度当初に作成する「ぐんまの教育２０２□－

基本方針と主要事業－」に掲載します。 

 

3 生徒指導提要：文部科学省が、小学校～高等学校段階までの生徒指導

の理論・考え方や実際の指導方法等について、時代の変化に即して網羅

的にまとめ、生徒指導の実践に際し教職員間や学校間で共通理解を図

り、組織的・体系的な取組を進めることができるよう、生徒指導に関す

る学校・教職員向けの基本書として作成したもの。 
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（１）総論 

   今後５年間の本県教育における「最上位目標」

を示し、それを分解・具体化した目標として「群

馬の教育が目指す学習者像」を置きます。そして、

それらの目標実現に向けて、常に意識すべきもの

として「目標実現のために持ち続ける視点」を置

くこととします。 

   更に、掲げた目標（＝理念）と実際の各施策等

とのつながりを明確にするため、「今後５年間の教

育の重点政策」を置き、「目指す学習者像実現のた

めの５つの政策」と「群馬の教育を推進する基盤

となる５つの政策」の二つに区分して示します。 

 

（２）各論 

   総論で示したそれぞれの重点政策について、各

論では、「趣旨」、「取り巻く環境」、「主なテーマ」、

「具体的な施策」、「関連施策」を整理します。 

 

（３）「ぐんまの教育２０２□－基本方針と主要事業―」 

   計画期間中の毎年度当初に「今後５年間の教育

の重点政策（以下、「重点政策」とする。）」に連な

る具体的な事業や取組を整理するとともに、重点

政策の進行管理に係る事業ツリー及び指標等を

掲載します。 

  

７ 「群馬県教育ビジョン」の推進と進行管理 

   事業年度終了後、「ぐんまの教育２０２□－基本

方針と主要事業―」に掲載した事業ツリーや指標等

について、「地方教育行政の組織及び運営に関する

法律」第 26 条に基づく「教育委員会の点検・評価」

の一環として、外部有識者から成る点検・評価委員

会による点検・評価を毎年実施し、議会に報告しま

す。 

   「教育委員会の点検・評価」で得られた意見や評

価結果を次年度事業の見直しや改善等に速やかに

反映させることで、教育行政におけるＰＤＣＡを的

確かつ早く回していきます。   
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群馬県教育ビジョン（第４期群馬県教育振興基本計画）の位置付け 

 

       新・群馬県総合計画   ※県の最上位計画 

 

 

  群馬県教育大綱      群馬県教育ビジョン        
（第４期群馬県教育振興基本計画） 

 

※群馬県教育大綱と群馬県教育振興基本計画は、いずれも県の教育分野における最上位計画 

 

群馬県教育ビジョン（第４期群馬県教育振興基本計画）構造イメージ図  

 

【 教育ビジョン（第 4 期教育振興基本計画） 】 
  

最 上 位 目 標 
              ｜ 

群馬の教育が目指す学習者像①～⑤                   

              ｜                            総 論 

目標実現のために持ち続ける視点①・② 

 

      ［今後５年間の教育の重点政策］ 

目指す学習者像実現のための５つの政策  
  

政 策①    政 策②     政 策③    政 策④         政 策⑤  

･主なテーマ     

･主なテーマ         
               

                                       

群馬の教育を推進する基盤となる５つの政策            各 論 
 

政 策①    政 策②     政 策③     政 策④      政 策⑤ 

 

 

 

 

 

「ぐんまの教育２０２□－基本方針と主要事業―」  

Ⅰ 基本方針 …… １ 令和○年度群馬県教育委員会運営方針 

２ 重点政策ごとの事業ツリー及び指標 

 Ⅱ 主要事業 …… 当該年度に群馬県において実施する教育行政に係る主要事業を一覧で示す。 

⇒毎年度実施する教育委員会の点検・評価などにより、各事業の見直しや改善に活用し、    

教育行政におけるＰＤＣＡを的確かつ早く回していく。 

教育ビジョンに基づく具体的な取組等は毎年度発行

する行政資料「ぐんまの教育２０２□」に掲載 



12 

第２ 教育を取り巻く環境 

 

１ 教育と子どもの権利                 

（１）世界の教育と子どもの権利 

   ア  私たちの未来を共に再想像する 

：教育のための新しい社会契約4 
（Reimagining Our Futures Together: 

 A new social contract for education）     

2021 年 11 月ユネスコ（国連教育科学文化機

関）では、「教育の未来プロジェクト（Futures of 

Education-Learning to Become-）」として、「教育の

未来に関する国際委員会」から「私たちの未来

を共に再想像する：教育のための新しい社会契

約」という報告書が提示されました。 

これは、75 年前のユネスコ創設以来、社会変

革の重要なタイミングで「教育の役割を再考す

ること」を目的として作成された報告書のう

ち、最新のものです。 

    報告書では、「教育のための新しい社会契

約」として、2050 年以降を見据えた共通の世

界と共通の未来を形成する上で、教育がどのよ

うな役割を果たせるのかを問いかけ、次の２つ

の基本原則を掲げています。 

○人々に生涯を通じて質の高い教育を受ける

権利を保障すること 

      ○公共事業及び共通善としての教育を強化す

ること     

    この報告書の中では、「教育学」は、協力と

連帯の原則に基づいて編成されるべきであり、

生徒たちが共感と思いやりを持って協力し、世

界を変えるための知的、社会的、道徳的能力を

育むためのものであるとしています。 

    「カリキュラム」は、生徒が知識に接して、

新たな知識を生み出すことを支援し、また批評

し、応用する能力を開発できるような学習に重

点を置くべきとしています。 

「教師」は、知識の生産者であり、教育と社

会の変革における中心人物として、より専門化

                                                        
4Reimagining Our Futures Together: 
 A new social contract for education 

https://unesdoc.unesco.org/ark:/48223/pf0000379707.locale=en 

され、評価されるべきとされました。教師の仕

事は、個人が全責任を負うような孤独なもので

はなく、コラボレーションとチームワークこそ

が特徴となるべきとされました。 

また、子どもたちの自主性と自由がサポート

されるべきことや、子どもたちが、教育の将来

に関する公開討論や対話に全面的に参加しなけ

ればならないことが掲げられています。 

人生の長期化を前提として、様々な文化的・

社会的空間における教育機会の拡大が必要であ

り、人々は生涯を通じて、有意義で質の高い教

育機会を得る必要があるとされました。 

また、教育とは、学校や正式な機関のみで行

われるものではなく、むしろ多くの社会空間に

おいて人生を通じて経験されるものなのだと、

認識を改めるべきとされました。 

同時に、世界に共通する傾向として、生涯学

習が職業に関連した意味合いに矮小化されがち

であることへの懸念が示されています。 

「教育の目的」の再定義も提示されました。

従来の教育制度を、「短期的な特権や快適さは、

長期的な持続可能性よりも重要である」という

誤った信念を植え付けて、「個人の成功、国家間

の競争、経済発展の価値を強調し、連帯、相互

依存関係の理解、お互いと地球への配慮を犠牲

にしてきた」ことを改めるべきであり、地球環

境との共存を目指す価値観への転換が重要であ

るとされました。 

 

イ  教育変革サミット5 

（Transforming Education Summit :TES ） 

2022 年９月、第 77 回国連総会に合わせて

「教育変革サミット」が開催され、事務総長名

で教育の変革の必要性を掲げる緊急提言が発信

されました。 

     緊急提言では、前述のユネスコの教育の未来

に関する国際委員会による報告書「教育のため

の新しい社会契約」を踏まえ、21 世紀の教育の

目的と内容を根本的に問い直す必要があるとし

 
5Transforming Education Summit :TES 

https://www.un.org/en/transforming-education-summit 
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て、その前提となる「教育の危機」を明示しま

した。    

       多くの普遍的な問題に加え、より深刻な「教育

の危機」として、従来の教育制度と現代社会の

間で、ニーズの乖離が生じていることが指摘さ

れました。 

従来の教育では、急速に進歩する現在の世界

で必要な知識・スキル・価値観等が身に付かな

いことや、教師もまた十分な訓練を受けられず、

時代遅れの役割や指導方法に縛られていること

等です。 

「教育の危機」は、2019 年後半に拡大した

新型コロナウイルス（COVID-19)パンデミック

によって急速に悪化すると同時に顕在化しまし

た。 

パンデミックによる教育の損失を回復し、気

候変動や貧困、不平等や紛争の拡大等、数多く

の課題を解決するために、教育制度を再考し、

教育の地位を回復しなければならないとしてい

ます。 

この提言において「変革的な教育」が学習者

を支えなければならない４つの主要な領域が示

されました。 

①学ぶことを学ぶ（Learn to learn）： 

「学ぶことを学ぶ」のは、一人一人の学習者

が、基礎的な読解力、数的思考力等の知識・技

能や社会情動スキル、共感力等を身に付けるた

めです。 

②共に生きることを学ぶ 

（Learn to live together）： 

「共に生きることを学ぶ」ことで、学習者が、

他者や社会・地球環境との間に、より良い関係

を築くことと、能動的で責任ある市民となる

ことを可能にします。 

③やるべきことを学ぶ（Learn to do）： 

「やるべきことを学ぶ」ことで、あらゆる年

代の人々が、スキルアップやリスキリング等

によって、社会参加や働くことができるよう

                                                        
6 OECD Future of Education and Skills 2030 

https://www.oecd.org/education/2030-project/ 

になります。 

④(自分が)より良く生きるために学ぶ 

（Learn to be）： 

「より良く生きるために学ぶ」とは、有意義

な人生を送り、充実して生きるための価値観や

能力を身に付けることを指します。 

   これら高次の教育目的を達成するために、こ

の提言では４つの領域で変革が必要とされまし

たが、特に着目したいのが、「教師の変革」に関

することです。 

「教師」を優れた教育システムの根幹と位置

付けた上で、「社会がどのように教師を評価する

か」、「教師自身が、自らの役割にどのように取り

組み、責任を果たすのか」という２点において、

根本的な変化が必要であるとします。 

教育のスタイルを「受動的な教育から能動的

な教育へ」と変え、「上から下へ伝達するような

一方的な教育から協調的な教育へ」と変化させ

るためには、教師が十分な訓練を受けるととも

に、権限を与えられる必要があるとしています。 

必要な訓練を受け、権限を与えられた教師は、

子どもたちの経験や探究、好奇心に基づいた主

体的な学びを促進するためのファシリテーター

やガイドの役割を担うものとされます。 

   この提言が示す「教育システムや教師の役割

を変革する必要性」や「教育により身に付けるべ

き資質・能力」の中に「知識・技能等の認知能力」

だけでなく、「社会情動的スキルを含む非認知能

力」をも併せて位置付けていることは、「教育の

ための新しい社会契約」に共通した要素である

とともに、次項で紹介する OECD が 2015 年に

立ち上げた教育プロジェクト OECD Future of 

Education and Skills 2030 （ ”OECD 

Education2030”）の方向性とも一致しています。 

 

ウ   OECD Future of Education and Skills20306

（”OECD Education2030”）    

OECD（経済協力開発機構）の教育プロジェ

 

https://www.oecd.org/education/2030-project/
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クトと日本の教育行政は、深い関わりを持って

います。 

”OECD Education2030”プロジェクトでは、

日本の学校教育の特徴である知・徳・体という

全人的な教育等を日本から提案して全体の議論

に影響を与えるとともに、プロジェクトの第 1

フェーズの成果として公表されたラーニング・

コンパスにもそれらの要素が反映されました。 

また、現行の学習指導要領の改訂において

も、”OECD Education2030”における議論が色

濃く反映されているなど、それぞれは、互いに

影響を与え合う関係になっています。 

”OECD Education2030”の特徴として、世

界 30 カ国以上の国々の様々な関係者（政策立

案者、研究者、学校管理職、教師、生徒、若者

等）の共創によるアプローチがあります。具体

的には、「子ども部会」において状況の異なる

様々な国の子どもたちの参画による意見をプロ

ジェクトの議論に反映させたことや、現場の教

師や学校管理職が参画していること等を挙げる

ことができます。 

2015 年にスタートした“OECD Education 

2030”では、大きく 2 つの問が掲げられまし

た。 

○現代の生徒が成長して、世界を切り拓いて

いくためには、どのような知識、スキル、態

度や価値観が必要なのか。  

○こうした知識、スキル、態度や価値観を効果

的に育成するために、学校や授業の仕組み

をどのように変えるべきなのか。  

これらの問に対する答えとして、”OECD 

Education2030”は、「2030 年の教育に求められ

る未来像」を描き、進化し続ける学習の枠組みと

して「OECD Learning Compass（ラーニング・

コンパス『学びの羅針盤』）2030」を提示しまし

た。 

「羅針盤」と表現することで、「生徒」は、教

師の指導や指示をそのまま受け入れるのではな

いこと、自分の意志で未知の環境を歩む必要が

あること、責任意識をもって自らが進むべき方

向を見出す必要性があること、を強調するとし

ています。 

ラーニング・コンパスが示す様々な資質・能力

を手にした生徒は、目的意識を働かせ、自分自身

の責任を果たし（＝エージェンシーを発揮し）な

がら、周囲の人々、事象、状況をより良くするた

めに学び、個人や社会のウェルビーイングを目

指して試行錯誤し、振り返りながら進んで行き

ます。 

ただし、生徒がエージェンシーを発揮する（＝

自律的に行動する）ということは、自分の利益の

ためだけに行動することではありません。 

生徒は、周囲の様々な人と関わりを持ち、互い

の意見や立場を尊重し合う経験を積みながら、

エージェンシーを学び、育み、そして発揮してい

きます。 

 

生徒が、仲間や教師、家族、コミュニティとい

った周囲の人たちと交流し、互いに良い影響を

与え合い、高め合うこのような関係性を OECD

は「共同エージェンシー（Co-Agency コ・エー

ジェンシー）」という概念として提示しています。 

群馬県教育ビジョンの策定にあたっては、こ

うしたラーニング・コンパスの理念を踏まえて、

検討を重ねました。 

（⇒P30 群馬県教育ビジョン「最上位目標」へ） 

また、ラーニング・コンパスに係るコンセプト

ノートにおいては、教育システムの変革や教師

の役割が変わることが必要なこと等、ユネスコ

の「新しい社会契約」や国連の「教育の変革サミ
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ット」における緊急提言と同様の趣旨が提示さ

れており、これらが現在から未来に至る世界に

共通した課題であることを見て取ることができ

ます。 

実は、”OECD Education2030”プロジェクトは、

発足の段階から日本と深い関わりを持っていま

す。 

2011 年 3 月の東日本大震災発生の翌 2012 年

から、被災地である東北地方３県において、

「OECD 東北スクール7」というプロジェクト学

習が３年にわたって実践されました。この取組

に参加した約 100 人の地元中高生の前向きな姿

が、”OECD Education2030”プロジェクト発足の

きっかけとなっています。   

 

エ  「子どもの権利条約8」４つの原則 

「子どもの権利条約」は、1989 年の第 44 回

国連総会において採択されました。ユニセフ（国

連児童基金）は、この「子どもの権利条約」を活

動の基盤とし、子どもの権利をあらゆる面で実

現していくことを使命としています。 

日本も 1994 年にこの条約を批准しており、日

本の子どもたちにとっても重要な条約です。 

ユニ セフは、世界 各国で「 Child Rights 

Education (CRE): 子どもの権利を大切にする

教育」を推進しています。 

子どもも大人も子どもの権利を理解し、その

権利が実現される環境や学びをともにつくるこ

と、その過程で、子どもたちが人権とは何かを理

解し、人権尊重の態度を養うこと、そうした取組

を通して、大人も子どももお互いを尊重し合え

る、そして、全ての子どもたちの権利が守られる、

学校・園づくりを目指すとしています。 

日本の子どもたちが抱える問題としてよく取

り上げられる、いじめや差別、自己肯定感の低さ

や無力感等も子どもの権利に深く関わる問題で

す。 

「子どもの権利条約」では、子ども（18 歳未

                                                        
7 OECD 東北スクールプロジェクト：OECD がカリキュラムを基本設

計、被災地の中高生約 100 人が主体性を発揮し、３年にわたりプ
ロジェクト学習を実践 https://www.oecd.org/tokyo/topic/oecd-

tohokuschooljapanese/oecd-tohoku-school.htm 

満）を「権利を持つ主体」と位置付けます。大人

と同じように、一人の人間として持っている権

利を認めています。 

更に、大人へと成長する途中にあり、弱い立場

にある子どもたちには、保護や配慮が必要な面

もあるため、子どもならではの権利も定めてい

ます。 

また、全ての子どもに保障される権利のほか

に、難民や少数民族の子ども、障害のある子ども

等、特に配慮が必要な子どもの権利についても

定めています。 

「子どもの権利条約」には、４つの原則があり

ます。４つの原則は、それぞれ条文に書かれた権

利であると同時に、条約に書かれた他の権利を

考えるときに、常に合わせて考えることが大切

です。 

①命を守られ成長できること 

全ての子どもの命が守られ、もって生まれた

能力を十分に伸ばして成長できるよう、医療、教

育、生活への支援等を受けることが保障されま

す。 

②子どもにとって最も良いこと 

子どもに関することが決められ、行われる時

は、「その子どもにとって最も良いことは何か」

を第一に考えます。 

③意見を表明し参加できること 

子どもは、自分に関係のある事柄について自

由に意見を表すことができ、大人は、その意見を

子どもの発達に応じて十分に考慮します。 

④差別のないこと 

全ての子どもは、子ども自身や親の人種や国

籍、性、意見、障害、経済状況等、どんな理由で

も差別されず、条約の定める全ての権利が保障

されます。 

ユネスコの「私たちの未来を共に再想像する：

教育のための新しい社会契約」においては、子ど

もたちの自主性と自由がサポートされなければ

8 子どもの権利条約 https://www.unicef.or.jp/kodomo/cre/ 
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ならないこと、子どもたちが教育の将来に関す

る公開討論や対話に全面的に参加しなければな

らないことを掲げています。 

また、国連の「教育変革サミット」においては、

「ユース宣言」として、若者が望む変革に関する

政策立案者への共同提言を打ち出しています。  

この「ユース宣言」は、数か月に及ぶ協議を踏

まえ、50 万人近い若者からの提言を反映してい

ます。宣言では、「世界の現状を修復し、立て直

すためには教育の変革が必要である」と述べ、若

者を受益者としてだけでなく、教育関係の政策

立案と実施に係るパートナーとすることを求め

ています。 

更に、“OECD Education 2030”プロジェクト

では、前述のとおり、世界各国の子どもや若者が

参加した「こども会議」を開催し、様々な国々の

子どもや若者の意見をプロジェクトにおける議

論へ反映させています。 

子どもや若者を大人と対等な主体と位置付け

ること、教育等の政策における意思決定に関与

させることは、世界的に共通した方向性であり、

日本でも令和５年（2023 年）４月に施行された

こども基本法により、子ども政策への意思決定

においては、子どもや若者の意見を聴取し、反映

させることが義務付けられています。 

この点について、群馬県教育ビジョンにおい

ては、「目標実現のために持ち続ける視点」の一

つとして、「大人も、子どもも、社会的な“一人の

主体”」を提示します。「目標実現のために持ち続

ける視点」は、今後、教育に関する様々な施策や

取組を検討したり、進めたりするときに、常に頭

におく「道しるべ」として整理したコンセプトで

す。 

ことに、このフレーズでは、｢大人も｣｢子ども

も｣と併記することで、両者が対等であることを

示し、子どもは､一方的に守られる･教えられる

存在ではなく､自発的に社会に影響を与えられ

る存在であり、そのことを大人も、子ども自身も

                                                        
9 こども基本法 https://www.cfa.go.jp/policies/kodomo-kihon/ 
10 こども家庭庁 https://www.cfa.go.jp/top/ 
11 国：第４期教育振興基本計画

認識することが､自他を尊重し､自ら行動する姿

勢を育むことにつながることを表現しています。 

  

（２）日本の教育と子どもの権利 

ア こども基本法9の成立･施行とこども家庭庁10の設置 

   こども基本法は、子ども施策を社会全体で総

合的かつ強力に推進していくための包括的な基

本法として、令和 4 年（2022 年）6 月に成立し、

令和 5 年（2023 年）4 月に施行されました。 

また、それにあわせて、子どもの最善の利益を

第一として、子どもの視点に立った当事者目線

の政策を強力に進めていくことを目指して、こ

ども家庭庁が発足しています。 

こども基本法は、日本国憲法及び子どもの権

利条約の精神にのっとり、全ての子どもが、将来

にわたって幸福な生活を送ることができる社会

の実現を目指し、子ども政策を総合的に推進す

ることを目的としています。同法は、子ども施策

の基本理念のほか、こども大綱の策定や子ども

等の意見の反映等について定めています。 

また、こども基本法第 11 条において、国及び

地方自治体に対して、教育を含む子ども施策を

策定、実施、評価するに当たり、子ども施策の対

象となる子ども又は子どもを養育する者等の意

見を反映させるために必要な措置を講じること

が義務付けられています。 

群馬県教育ビジョンの策定に際しては、第 3

回外部ヒアリングとして、群馬県内の高校生及

び大学生の参加による「若者の意見聴取ワーク

ショップ」を開催し、教育や学校に関する若者

の意見を直接聴くための場としました。そこで

得られた若者からの意見は、本計画にも反映し

ています。 
（⇒詳しくは、Ｐ40 コラム「第３回外部ヒアリング」及び 

別ファイルの開催レポート「若者の意見聴取ワークショ
ップ」へ） 

 

イ 国第４期教育振興基本計画11の策定 

    国は、令和５年（2023 年）６月 16 日に第４

期教育振興基本計画を閣議決定しました。 

https://www.mext.go.jp/a_menu/keikaku/index.htm 
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    計画では、総括的な基本方針であるコンセプ

トとして、「2040 年以降の社会を見据えた持続

可能な社会の創り手の育成」及び「日本社会に

根差したウェルビーイングの向上」を掲げ、５

つの基本的方針と、16 の教育政策の目標、基本

施策及び指標が示されています。 

    また、この計画策定に先駆けて、「令和の日本

型教育」答申、「高等教育のグランドデザイン12」

答申、「第３次学校安全の推進に関する計画の策

定13」答申、「「令和の日本型教育」を担う教師の

養成・採用・研修等の在り方14」答申が示されま

した。 

    特に、令和４年（2022 年）12 月に答申された

「「令和の日本型学校教育」を担う教師の養成・

採用・研修等の在り方」においては、「令和の日

本型教育を担う教師」のあるべき姿として、 

① 環境の変化を前向きに受け止め、教職生

涯を通じて学び続けている 

② 子供一人一人の学びを最大限に引き出す

教師としての役割を果たしている 

③ 子供の主体的な学びを支援する伴走者と

しての能力も備えている 

という３つの要素が示されました。 

前述の「「令和の日本型学校教育」を担う教師

の養成・採用・研修等の在り方」では、国の教育

行政の方向性として、教師のあるべき姿を示す

ことで、子どもの主体性を尊重する学びを推進

しようとしています。 

また、あわせて、教師という職業が、創造的

で、魅力ある仕事であることが再認識され、志

望者が増加し、教師自身も志気を高め、誇りを

持って働くことができていることや、多様な人

材の確保や教師の資質・能力の向上によって、

質の高い教職員集団が実現し、多様なスタッフ

等とチームとなり、校長のリーダーシップの

下、家庭や地域と連携しつつ学校が運営されて

いる、ということが理想的な姿であるとされて

                                                        
12 2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（平成 30 年（2018 年

11 月 26 日）中央教育審議会答申 第 211 号 
13 第３次学校安全の推進に関する計画の策定について（令和 4 年

（2022 年）2 月 7 日中央教育審議会答申 第 233 号）  
14 「令和の日本型学校教育」を担う教師の養成・採用・研修等の在り方

います。 

ここに描かれた教職員とそれを取り巻く学校

の理想的な姿は、現在の学校において常に課題

となっている事柄と表裏の関係です。 

こうした教員の役割の変化や仕事ぶりに関す

る数々の課題は、前述してきたように日本のみ

ならず、先進諸国を含む世界に共通した課題と

なっています。 

上記の３つの要素のうち、「教職生涯を通じ

て学び続けている」ことは、ユネスコの「教育

のための新しい社会契約」でも重視されている

要素です。 

教育基本法第９条第１項に「絶えず研究と修

養に励み、その職責の遂行に努めなければなら

ない。」、第 2 項で「養成と研修の充実が図られ

なければならない。」と規定されています。また、

教育公務員特例法第 21 条に「教育公務員は、（中

略）絶えず研究と修養に努めなければならな

い。」、「研修の機会」として第 22 条に「研修を

受ける機会が与えられなければならない。」と明

記されています。 

社会の急激な変化につれて、教育を取り巻く

環境等にも様々な変化が次々と生じています。 

教員には、新しいものごとに前向きに取り組

み、チャレンジする姿勢や、変わりゆく状況に

対して柔軟に対応できる資質・能力を身に付け

ることが必要です。そのためには、常に学び続

ける姿勢が求められます。 

また、教育委員会や学校は、教員が新しいも

のごとや、それらに対応するための知識や技能

を身に付けるために必要な研鑽を積む機会を確

保しなければなりません。 

このような観点から、研修内容の充実や受講

しやすい体制づくりに加えて、群馬県内の学校

や教育委員会の関係者から成る「教職員の多忙

化解消に向けた協議会」から示された「提言Ｒ

について～「新たな教師の学びの姿」の実現と、多様な専門性を有す

る質の高い教職員集団の形成～（令和 4 年 12 月 19 日中央教育審議会

答申 第 240 号） 
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５」15を踏まえた子どもと向き合う時間の確保や、

教員が新しいことを学ぶための時間、教員同士

の学び合いの時間の確保等を進める必要があり

ます。 

 

（３）日本の経済状況と教育の関わり 

日本の名目ＧＤＰは、2000 年以降､20 年以上

にもわたり、ほぼ横ばいのまま推移しています。

下のグラフにあるように、主要諸外国と比較す

れば、日本経済が低成長であることは明らかで

す。 

 

人口が年々増加し続け、製造業を中心とした

経済が右肩上がりの成長を続けていた時代にあ

っては、教室に集めた大勢の生徒に対して、教

員が一斉に同じ内容を伝達する形の教育は、理

にかなったものでした。ある程度の平均的な知

識や技能を身に付け、礼儀正しく真面目で、指

示によく従い、きちんと目的を達成するような

人材を効率良く輩出することは、当時の社会情

勢から見ても適していたと言えます。 

しかし、現在の日本は、既に少子高齢化が進ん

だ状態であり、今後も人口減少が続くことが確

実に見込まれます。必然的に働き手は不足し、一

人当たりの労働生産性を高めることや高齢者や

女性が労働市場にこれまで以上に積極的に参入

することが必要とされています。 

前述したとおり、私たちは将来の見通しが難

しく、予測困難な時代に直面しています。 

このような状況にあっては、これまでの教育

                                                        
15 「提言 R5」（令和 4 年 12 月 23 日 「教職員の多忙化解消に向けた協

議会」）：学校や教育委員会における具体的業務について、廃止・縮

小・ＩＣＴ化の観点からの改善例が示された。群馬県教育委員会で

で重視されてきたような「はじめから答えの決

まっている問題を素早く解ける力」や、「指示さ

れたことをきちんとやりとげる力」だけでは不

十分であることが予想されます。 

環境問題や社会課題、国際紛争といった、様々

な要素が絡みあった複合的な課題を解決に導く

ためには、自らの頭で考え、身に付けた知識や技

能を組み合わせながら、周りの人たちと対話を

重ね、協力しながら解決へと導いていく力が必

要となります。 

 

２ 群馬県の状況  

（１）本県における教育計画の策定経過 

本県は、旧教育計画である「新ぐんま教育プラ

ン」の計画期間（平成 13～17 年度（2001～2005

年度）満了以降、教育に関する県計画を策定して

いませんでしたが、学力向上やいじめ・不登校問

題、文化・スポーツ振興等の課題に総合的、一体

的に取り組んでいくため、教育基本法に基づく

群馬県教育振興基本計画（計画期間：平成 21～

25 年度（2009～2013 年度）の５年間）を平成 21

年（2009 年）２月定例県議会の議決を経て平成

21 年（2009 年）３月に策定しました。その後、

第２期群馬県教育振興基本計画（計画期間：平成

26～30 年度（2014～2018 年度）の５年間）を県

議会平成 26 年（2014 年）第１回定例会の議決

を経て、平成 26 年（2014 年）３月に策定しま

した。第３期群馬県教育振興基本計画（平成 31

（令和元）～令和５年度（2019～2023 年度））

は、平成 31 年（2019 年）第１回定例会の議決

を経て、策定しました。 

 

（２）本県に特有の課題など  

    ア 本県の人口減少を巡る状況 

群馬県の人口は、平成 16 年（2004 年）を境に

減少が続いています。 

年齢別では、14 歳以下の年少人口が令和元

～令和 11 年（2019～2029 年）の 10 年間で

18.5％減少し（23 万 1 千人→18 万 8 千人）、15

歳以上 64 歳以下の生産年齢人口が 9.2％減少す

は、「提言Ｒ5」を市町村教育委員会、学校、関係機関等と共有し、
保護者・地域・関係団体の理解と協力を得ながら、教職員の多忙化

解消に向けた取組を進めている。 
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る（112 万 6 千人→102 万 3 千人）と推計され

ています。一方で、65 歳以上の高齢者人口は

2.3％増加（57 万 9 千人→59 万 2 千人）し、そ

の内、75 歳以上の後期高齢者人口は、25.0％増

加する（29 万 4 千人→36 万 7 千人）と推計さ

れています。 

 

イ 気象状況の変化や自然災害の状況 

地球温暖化の影響から、近年、猛暑日の日数が

急激に増加しています。令和５年（2023 年）夏

（6～8 月）における日本の平均気温は、明治 31

年（1898 年）以降で最も高くなりました。９月

平均気温偏差は、東日本で+3.1℃、西日本で

+2.3℃となり、昭和 21 年（1946 年）の統計開

始以降、9 月として 1 位の記録的な高温となり

ました（※気象庁報道発表資料）。 

群馬県（前橋市）の年平均気温は、変動を繰り

返しながら、100 年当たり 2.0℃の割合で上昇し

ています。特に最近の 30 年間は、気温の上昇傾

向がより顕著に現れており、群馬県は、全国的

にも夏場に非常に暑いことで認知度が高まって

います。 

学校生活においても熱中症のリスクが非常に

高まっており、授業中のエアコンの稼働は避け

られない状況です。 

今後は、普通教室以外の学校設備についても

空調整備の必要性を議論していく必要が強まっ

ていくものと考えられます。 

群馬県では、他県に比べて災害が少ないとい

う意識が強くありますが、従来の想定を超える

異常気象や水害が国内外で頻発していること、

国内で大規模地震が予測されていること等を踏

まえて、防災や安全に関する意識を向上させる

ことが必要です。 

 

ウ 新型コロナウイルス（COVID19）パンデミックの 

影響とＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）や

生成ＡＩ等の技術革新の進展 

令和元年（2019 年）後半から世界中で猛威を

振るった COVID19（新型コロナウイルス）パ

ンデミックは、社会、経済、教育等あらゆる分

野において大きな打撃となりました。 

学校教育においては、対面での授業、会話や

交流が制限されました。対人関係の構築が困難

となったことや外出等の行動制限によるストレ

ス等が不登校児童生徒の増加の要因の一つにな

り、令和５年（2023 年）５月に COVID19 が感

染症分類５類へ移行した後も、その影響は色濃

く残っています。  

一方で、学校教育の現場において、対面で行

う取組の大切さが再評価されると同時に、それ

まで当たり前とされてきた学校行事等の実施方

法や必要性自体を根本的に見直す機会にもなり

ました。   

また、感染症対策の一環として行動制限や在

宅勤務が推奨されるに伴い、諸外国と比較し、

日本国内におけるＩＣＴ利活用の立ち後れが顕

著となりました。教育現場においても、学校現

場への端末やインターネット環境の整備が急ピ

ッチで進められ、群馬県では、令和２年（2020

年）４月に全県的な 1 人 1 台端末の整備が決定

され、教育現場でのＩＣＴ活用が急速に推進さ

れました。 

 

 エ 本県の経済と今後の産業政策の方向性 

令和６年（2024 年）３月に策定された群馬県

産業振興基本計画（計画期間：令和６年（2024

年）４月～令和 10 年（2028 年）年３月）にお

いては、令和 5 年（2023 年）４月に公表された

「ぐんま未来産業アドバイザリーボード報告書」

の「目指すべき未来産業の姿」や「群馬の新たな

産業政策モデル」の実現を目指すものとして、

基本理念に「産業構造の変革を好機と捉えて、

群馬モデルによる未来産業を創造」を掲げてい

ます。 

群馬県産業の強みを生かし、多様な人材を巻

き込み、新しい考え方等を取り入れ、「自動車産

業」から「モビリティ産業」への変革、新産業の

創出、デジタル・クリエイティブ産業の集積等、

10 年後、20 年後の未来を見据えた未来産業の

創造を目指していくものです。 

基本理念の下、5 つの基本方針として「産業構

造の転換と人的資本への投資・リスキリング」、

「新産業の創出、未来創造型企業の誘致・集積」、

「地域企業の成長支援と高付加価値化」、「クリ

エイティブの発信源」、「リトリートの聖地」を
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掲げるとともに、2040 年の群馬県産業の目指す

姿として、「デジタル・クリエイティブ産業」が

製造業に次ぐ新たな産業の柱の一つとなるビジ

ョンを示し、大学等と連携したデジタル・クリ

エイティブ人材の育成や海外企業も含めた未来

創造型企業の誘致・集積等によって、群馬県な

らではの地域経済循環の形成と１人当たり県民

所得の向上を目指す内容となっています。 

 

（３）群馬県の教育の現状  

  ア  児童生徒数の急激な減少 

人口全体の減少を上回るスピードで、児童生

徒数が減少していくことが見込まれています。 

下のグラフに見えるように、令和２年（2020

年）の 15 歳未満人口は、グラフのスタート地

点としている平成 7 年(1995 年)の 70％近い数

値となっています。 

 

第 2 次ベビーブーム世代の出産行動が落ち着

いたタイミングを迎え、本計画の計画期間にお

ける子ども数の減少スピードは更に加速するこ

とが見込まれます。 

このように児童生徒数が急激に減少していく

状況において、適切かつ持続的な学校の在り方

に関する検討を進めることや、子どもたちの文

化芸術活動やスポーツ活動の機会を維持するた

めの取組を進めていく必要があります。 

従来と同じ形のまま全ての学校活動を維持す

ることは困難です。これまで以上に地域や保護

者、民間企業等と学校の関わりを深め、学校の

枠を超えて、学びを広げていくことが必要にな

ってきます。 

 

また、高齢者人口の増加とともに、生涯学習の

重要性が高まっています。高齢者個人の学習機

会の提供に留まることなく、社会課題の解決に

向けた取組への参加や地域コミュニティの活性

化につながるような生涯を通じた学びを推進す

ることが必要です。 
 

イ  学習に関する状況 

文部科学省は、平成 29 年（2017 年）３月に

学校教育法施行規則の一部改正及び学習指導要

領の改訂を行いました。小学校から段階的に施

行されてきましたが、令和４年度（2022 年度）

からは全学校種で全面施行されています。 

① 改訂の基本的な考え方 

(ｱ) ・教育基本法、学校教育法等を踏まえ、我

が国の学校教育の実践や蓄積を生かし、

子供たちが未来社会を切り拓くための

資質・能力を一層確実に育成することを

目指すこと。 

・「子供たちに求められる資質・能力とは

何か」を社会と共有し、連携する「社会

に開かれた教育課程」を重視すること。 

(ｲ) 平成 20 年（2008 年）改訂の学習指導要領

の枠組み等を維持した上で、知識の理解

の質を更に高め、確かな学力を育成する

こと。 

(ｳ) 特別教科化が先行した道徳教育の充実や

体験活動の重視、体育・健康に関する指

導の充実により、豊かな心や健やかな体

を育成すること。 

 

②  育成を目指す資質・能力の明確化 

中央教育審議会答申においては、「予測困難

な社会の変化に主体的に関わり、感性を豊か

に働かせながら、どのような未来を創ってい

くのか、どのように社会や人生をより良いも

のにしていくのかという目的を自ら考え、自

らの可能性を発揮し、より良い社会と幸福な

人生の創り手となる力」が重要とされるとと

もに、こうした力は、学校教育が長年その育成

を目指してきた「生きる力」であること、その

ために学校教育が強みを発揮することが必要

であるとされました。 
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また、世界的な潮流である「汎用的な能力の

育成」を踏まえ、「知識及び技能」と「思考力、

判断力、表現力」等をバランス良く育成してき

た我が国の学校教育の蓄積を生かしていくこ

とが重要とされています。 

 「生きる力」をより具体化し、教育課程全体

を通して育成を目指す資質・能力を  

(ｱ) 何を理解しているか、何ができるか 

：生きて働く「知識・技能」の習得 

(ｲ) 理解していること・できることをどう使

うか：未知の状況にも対応できる「思考

力・判断力・表現力等」の育成 

(ｳ) どのように社会・世界と関わり、より良い

人生を送るか：学びを人生や社会に生か

そうとする「学びに向かう力・人間性等」

の涵養 

の三つの柱に整理しています。 

また、各教科等の目標や内容についても、こ

の三つの柱に基づく再整理を図るよう提言が

されています。 

 

③ 「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授

業改善の推進 

子どもたちが、生涯にわたり能動的に学び

続けるようになるためには、学習の質を一層

高める授業改善の取組の活性化が必要であり、

我が国の優れた教育実践に見られる普遍的な

視点である「主体的・対話的で深い学び」の推

進が求められています。 

 

④ 各学校におけるカリキュラム・マネジメントの推進 

学校全体として、児童生徒や学校、地域の実

態を適切に把握し、教育内容や時間の配分、必

要な人的・物的体制の確保、教育課程の実施状

況に基づく改善等を通して、教育活動の質を向

上させ、学習の効果の最大化を図るカリキュラ

ム・マネジメントに努めることが求められてい

ます。  

このほか、言語能力の確実な育成、理数教育

の充実、伝統や文化に関する教育の充実、体験

活動の充実、外国語教育の充実等について総則

や各教科等において、その特質に応じて内容や

取扱いの充実が図られています。 

令和５年度（2023 年度）全国学力・学習状況

調査の結果における平均正答率は、小学校の国

語では全国平均とほぼ同程度、算数は全国平均

を若干下回り、思考・判断・表現に関わる設問

での課題が見られました。中学校では、国語と

英語は全国平均を上回りました。数学はほぼ同

程度でしたが、自然数、比例定数、四分位範囲

等の意味を理解することに課題が見られました。 

また、英語教育実施状況調査によると、英語

力が一定レベルに達している生徒の割合は高

水準を維持しており、中高生の英語力は着実に

向上しています。 

 

 ウ 生活習慣・生活規律の状況 

児童生徒が、社会の中で自分らしく生きられる

存在となるべく、自発的・主体的に成長したり、

発達したりする過程を支える教育活動が「生徒指

導」です。 

生徒指導は、児童生徒一人一人の個性を見つけ

出し、当人のよさや可能性を伸ばすことや、社会

的な資質・能力の発達を支えるために実施されま

す。また、同時に、「自己の幸福追求」と「社会に

受け入れられる自己実現」を支えることも目的と

しています。 

そうした目的を達成するためには、児童生徒一

人一人が、「自己指導能力」を身に付けることが必

要であるとしています。 

「自己指導能力」とは、「児童生徒が、深い自己

理解に基づき、『何をしたいのか』、『何をするべき

か』考えて、主体的に問題や課題を発見し、自己

の目標を選択・設定して、この目標の達成のため、

自発的、自律的、かつ、他者の主体性を尊重しな

がら、自らの行動を決断し、実行する力」とされ

ています。 

「自己指導能力」の意味するところは、OECD

が提唱し、群馬県教育ビジョンが最上位目標に掲

げる「エージェンシー」の概念と同じ趣旨である

と考えられます。 

こうした生徒指導の理論・考え方や実際の指導
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方法をまとめた「生徒指導提要」が、令和４年

（2022 年）12 月に 12 年ぶりに改訂・公表されま

した。 

この改訂のポイントは、大きく次の３点です。  

(1) 積極的な生徒指導の充実  

児童生徒の問題行動等の発生を未然に防止

するためとして、「目前の問題に対応する」と

いう課題解決的な指導だけでなく、成長を促

す指導等（発達支持的生徒指導、課題未然防

止教育）の積極的な生徒指導を充実させるこ

とが盛り込まれました。 

(2) 個別の重要課題を取り巻く社会環境の変化の

反映  

       平成 22 年（2010 年）に初めて生徒指導提

要が作成された時から、社会環境（法制度、

児童生徒を取り巻く環境等）は大きく変化し

ています。今回の改訂では、新たな個別の重

要課題やそれらに応じた対策等が反映されて

います。 

例えば、「性的マイノリティ」に関する課題

と対応や、「多様な背景を持つ児童生徒への生

徒指導」として、「発達障害に関する理解と対

応」、「精神疾患に関する理解と対応」、「健康

課題に関する理解と対応」、「支援を要する家

庭状況」が加えられています。 

生徒指導の主役は子どもであり、教職員は

児童生徒の成長・発達を支持するサポート役

です。生徒指導は、一人一人のよさを認め、

その可能性を広げていくことを目的としてい

ることを忘れてはいけません。 

 

(3) 学習指導要領やチーム学校等の考え方の反映  

学習指導要領では、学習指導と生徒指導は

相互に深く関わるものであり、学習指導と関

連付けながら生徒指導の充実を図ることを重

視しています。 

特に、学習指導要領の趣旨の実現に向けて

は、発達支持的生徒指導の考え方が役に立つ

と考えられています。 

                                                        
16 令和４年度（2022 年度）全国体力・運動能力、運動習慣調査 

https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/toukei/kodomo/zencyo/14

11922_00004.html  

 

  エ 体力・運動能力の状況 

群馬県の児童生徒の体力は、令和４年度（2022 年

度）全国体力・運動能力、運動習慣調査16の結果で

は、小中学校の男女ともに全国平均を上回る結果と

なっています。また、小中学校ともに、体育・保健

体育の授業以外で、体力・運動能力の向上に係る取

組を行った学校数も全国平均を上回りました。 

上記調査における体力合計点は、令和元年度

（2019 年度）調査から連続して小中学校の男女と

もに低下しました。コロナ禍における行動制限等が

影響していると考えられます。 

 

オ 特別支援教育の状況 

児童生徒数が急激に減少している現在も、特別支

援教育を必要とする児童生徒の数は増加傾向です。

これは、発達障害等への理解が深まったり、特別支

援教育に対する保護者や学校関係者の理解が深ま

ったりしたことにより、特別支援学級や通級による

指導を受ける児童生徒が増えたことが理由と考え

られます。 

群馬県の特別支援学校高等部卒業生の一般就労

率は、全国平均以上の水準が続いており、今後も本

人の希望を尊重しながら、取組を進めていく必要が

あります。 

群馬県では、障害のある幼児児童生徒に限らず、

学習上又は生活上に困難を抱える全ての幼児児童

生徒の将来の自立と社会参加を見据え、一人一人の

能力と可能性を最大限伸長する教育を推進してい

きます。 

 

カ 外国人児童生徒の状況 

群馬県では、ブラジル人をはじめとする数多く

の外国人が居住しており、その数は年々増加して

います。それに伴い、外国にルーツを持つ児童生

徒の数も増加しており、こうした子どもたちの学

びをどのように支えていくかが大きな課題です。 

群馬県は、「群馬県多文化共生・共創推進基本計

画 17」を令和 4 年（2022 年）3 月に策定し、「国

17 群馬県多文化共生・共創推進基本計画 
https://www.pref.gunma.jp/site/tabunka/4085.html 
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籍、民族等の異なる人々が、互いの文化的違いを

認め合い、対等な関係を築こうとしながら、誰一

人取り残されることなく、地域社会の構成員とし

て共に生きるとともに、多様性を活かしつつ、文

化及び経済において新たな価値を創造し、又は地

域に活力をもたらす社会」を目指しています。 

この目指す社会の実現に向け、学校教育は非常

に大きな役割を果たすことになります。 

児童生徒の多様性を相互の学びに生かし、自文

化・他文化に対する知識や、多様な見方や考え方

を受け入れようとする寛容な態度等を育む多文

化共生教育を実践していきます。  

外国人児童生徒等を学校に受け入れる際には、

様々なハードルがあることが想定される一方で、

学校にとっても子どもたちにとっても、次のよう

な良い影響が期待できます。 

○多様な価値観、文化的背景、考え方に触れる

ことで、日本の児童生徒も、外国人児童生徒

等も、ものの見方や考え方が広がり、異文化

を理解し、尊重し合う態度が育まれます。 

○外国人児童生徒等への対応は、一人の担任や

日本語指導担当だけでは難しいため、教職員

同士の連携を深める機会が増え、関係する教

職員全員で、全ての児童生徒を見ていこうと

するインクルーシブな学校文化が育まれます。 

○日本語指導が必要な児童生徒にわかりやす

い授業は、他の多くの児童生徒にとってもわ

かりやすい授業です。外国人児童生徒等の教

育に関わることで、説明や指示、発問等が自

然と工夫されたものに変わり、教職員自身の

職能成長にも結び付きます。 

外国籍の子どもに就学義務はありませんが、子

どもの権利条約等を踏まえ、希望する場合は、日

本人と同一の教育を受ける機会が保障されてい

ます。最終的に、日本の学校への就学を希望しな

い場合もありますが、保護者の就学判断に至るプ

ロセスを地域差なく、より適正なものにしていく

ことが求められています。 

 

                                                        
18 文部科学省「令和４年度結果 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指

導上の諸課題に関する調査」の調査情報から独自集計したデータを

キ 不登校児童生徒の状況 

  令和４年度（2022 年度）に実施された文部科学

省調査18の結果によると、群馬県内の小中学校に

おける長期欠席児童生徒数は、6,227 人（前年＋

889 人）であり、このうち不登校児童生徒数は、

4,382 人（前年＋601 人）で、不登校児童生徒の割

合は、3.13％（前年＋0.49％）です。 

不登校児童生徒数は、小学校では 10 年連続増

加、中学校では 9 年連続増加となっています。 

こうした傾向は、当該調査の全国結果にも共通

しており、不登校児童生徒数のみでなく、小・中・

高・特別支援学校におけるいじめの認知件数、そ

のうちの重大事態の発生件数、自殺した児童生徒

数、小・中・高等学校における暴力行為の発生件

数も過去最多という結果となりました。 

また、ヤングケアラーや児童虐待等、家庭の外

から見えにくい、気付かれにくい問題が起こりう

ることを絶えず意識していくことも大切です。被

害を受けている本人が、被害に気付づけていない

場合もあるため、難しい課題です。 

新型コロナウイルス感染症等に関連したスト

レスや、周りとの人間関係の作りにくさ、不安や

悩みを相談できない子どもたちがいる可能性等、

周囲の大人が早期に子どもたちの SOS を受け止

め、一人で抱え込まずに組織的対応を行い、外部

の関係機関等とも積極的に連携して対処するな

ど、きめ細かな対応が必要となっています。 

こうした状況は、児童生徒や社会が多様化して

いる状況に学校が対応しきれなくなっているこ

とも原因の一つかもしれません。学校も含めた社

会全体が様々な変化を前に岐路に立たされ、変わ

ることを求められています。学びの多様化学校

（不登校特例校）等、新たな取組についても前向

きに検討を進めていく必要があります。  

 

ク 非認知能力育成に係る取組 

現行の学習指導要領では、子どもたちに必要と

される資質・能力の３つの柱として、「知識及び技

能」、「思考力、判断力、表現力等」、「学びに向か

掲載。元となる調査結果は文部科学省ＨＰに掲載。 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1302902.htm 
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う力、人間性等」を認知能力だけでなく非認知能

力の要素も踏まえて示しています。特に「学びに

向かう力、人間性等」に非認知能力の要素が色濃

く現れています。 

群馬県は、令和５年（2023 年）に県内の全ての

高校で、OECD の社会情動的スキルに関する調査
19（SSES）を実施しました。（調査結果は令和６年

度（2024 年度）に公開予定） 

この調査への参加を契機として、群馬県は、県

内の公立学校において非認知能力の育成に向け

た取組に着手しています。今後は、非認知能力の

評価・育成に係る群馬モデルの検討・普及に取り

組んでいくこととしています。 

非認知能力については、これまでも学校教育全

般を通して伸ばしていくために様々な取組がな

されてきています。達成感や自己肯定感等の「や

る気」に関する要素や粘り強く取り組む態度等の

「非認知能力」と、学力や運動能力に代表される

「認知能力」は、互いに強く関わりがあるからで

す。 

例えば、「勉強（認知能力）」が「できた（伸び

た）」ことで、「もっとやれる」という気持ち（非

認知能力）が強まって、更に「できる」ことへ向

かうというように、強め合う関係も持っています。

それと同時に、相互に悪い方へと強め合う場合も

十分にあり得ます。 

従来の教育で重視されてきた認知能力だけで

なく、いわゆる非認知能力や社会情動的スキル等

を教育の立場から重視していくことは、世界的な

流れでもあります。 

 

ケ インクルーシブ教育の方向性 

インクルーシブ教育は、全ての子どもたちが、

共に学ぶことを通して、障害の有無、国籍、性差

等を越え、共生社会の実現を目指すものです。 

世界に目を向けると、障害のある子どもと障害

のない子ども、他国から移住してきた子どもと地

元の子どもたちが、お互いに多様性を認め合い、

共に学ぶ、インクルーシブな教育を、一人一人の

教育的なニーズにしっかりと対応しながら実施

している国や地域があります。 

                                                        
19 社会情動的スキルに関する調査 （SSES） 

https://www.oecd.org/education/ceri/social-emotional-skills-study/ 

一方で、個別の支援が不十分なまま、多様な子

どもたちに対して同一の環境で教育を行ってい

る国や、子どもたちの障害の程度や状態等によっ

て福祉や医療の分野のみでカバーすべき対象と

して、教育の対象にしない国もあります。 

日本は、令和４年（2022 年）９月に国連の権利

委員会から「分離された特別教育を終わらせるこ

と」、「全ての障害児が通常の学校を利用する機会

を確保すること」が勧告されました。この勧告を

受けて、国においては今後の特別支援教育の在り

方やインクルーシブな教育に関する検討を始め

ています。 

群馬県においても、国連の障害者権利条約やユ

ネスコのサラマンカ宣言等を踏まえたインクル

ーシブな学校の考え方、海外事情や最新の研究状

況等の情報収集等、調査研究に取り組み、検討を

進めています。 

群馬県ならではのインクルーシブな教育の構

築に向けては、全ての子どもたちが協働する学び

と、その子どもたち一人一人の教育的ニーズに応

じた個別最適な学びを両輪とした教育の充実が

必要と考えています。 

また、このようなインクルーシブな教育を推進

するためには、児童生徒、保護者、教職員等、関

係者の理解が大切であり、丁寧な説明を行ってい

くことが求められます。 

 

コ 公立学校教職員の状況 

教職員の仕事が過重であり、それに見合った賃

金が支払われない――いわゆる「ブラック職場で

ある」というイメージが、世間に定着したことも

要因の一つとなり、近年の公立学校教員の志望者

数は減少しています。 

前述した人口減少の影響もあり、労働力人口自

体が急激に減少しつつある中で、新たな教員志望

者を確保することは、教育の質を確保するという

意味合いから喫緊の課題となっています。 

他県と比べ、群馬県の令和６年度（2024 年度）

採用教員の倍率は 3.5 倍であり、大都市圏よりも

高い水準は保っているものの、低下傾向であるこ
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とは紛れもない事実です。 

いわゆる「働き方改革」によって、働くための

環境や条件を改善していくことに加えて、教員と

いう仕事が、魅力ある、やりがいのある職業であ

ることを改めて社会的に認知してもらえるよう

な取組が必要となっています。 

群馬県では、令和 4 年（2022 年）12 月 14 日に

「令和 4 年度（2022 年度） 教職員の多忙化解消

に向けた協議会」（以下、この項で「協議会」とい

う。）が開催され、在校等時間の状況に係る調査結

果等、関係各課からの報告に続いて、具体的な多

忙化解消に向けた取組について議論されました。 

その議論の中で、様々な業務や行事等について

「廃止・縮小・ＩＣＴ化」の視点で見直し、「提言

Ｒ５」として取りまとめることが確認され、「学校

向け提言」、「教育委員会向け提言」、「保護者・地

域・関係団体向け提言」の３種類の「提言Ｒ５」

が各関係者あてに発出されました。  

今後、今まで世間から教員や学校に対して過剰

に期待されてきた「こうあるべき」という役割自

体を見直すことへ理解と協力をお願いしていき

ます。 

こうした取組を進めることによって、教員が子

どもに向き合う時間や、新たなことを学ぶ時間、

教員同士が支え合う時間を確保できるようにし

ていきます。 

今後は、この「提言Ｒ５」の方向性を引き継ぎ

ながら、毎年、協議会から示される働き方に関す

る提言を受けて、各市町村教育委員会及び各学校、

県教育委員会、関係機関等で課題を共有し、保護

者・地域・関係団体からの理解と協力を得て、引

き続き教職員の多忙化解消に向けた取組を進め

ていきます。 

 

（４）第３期群馬県教育振興基本計画の主な成果 

と課題 

   第３期群馬県教育振興基本計画は、基本目標を

「たくましく生きる力をはぐくむ～自らの可能

性を高め、互いに認め合い、共に支え合う～」と

し、それを具体化するために、「生涯にわたり一人

一人が持つ個性や能力を伸ばし、可能性を育むた

めに、自ら学び、自ら考える力を育成する視点」

と「誰もが互いに多様性を認め合い、共に支え合

う社会をつくる視点」の 2 つの視点を設定しまし

た。そして、この基本目標等を実現するため、8 つ

の基本施策と 19 の施策の柱、43 の取組を定め、

取り組んできました。 

しかし、計画期間のほとんどが新型コロナウイ

ルス禍と重なったこともあり、当初に想定してい

た多くの目標が達成できない状況となりました。 

   一方で、令和２年度（2020 年度）以降、群馬県

内の全ての公立学校において、児童生徒の１人１

台端末が急速に整備され、オンライン授業の実施

やＩＣＴ等のデジタルツールの日常的な利活用

等が進みました。今後は、これらを更に深化させ

ていくことが新たな課題となっています。 
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コラム「OECD ラーニング・コンパス」（第1回 外部ヒアリングから） 

群馬県教育ビジョンの策定過程では、様々な専門家の方々に御協力をいただきました。 

第1回外部ヒアリングでは、OECD 教育スキル局シニアアナリストの田熊 美保 氏から、最上位目標に掲げる「エージェンシ

ーAgency」と群馬県教育ビジョン全体のベースとした「ラーニング・コンパス」をテーマに話題提供をいただきました。田熊氏に

は、その後もたびたび相談させていただき、日本 OECD 共同研究の一環として、多大な御助力をいただきました。 

 群馬県教育ビジョン本文（P13～15）に記載したように、「ラーニング・コンパス（学びの羅針盤）」は、日本の学習指導

要領や生徒指導提要にも強い影響を与えていますが、その概念を理解するのは容易ではありませんでした。そのため、田熊氏

から「ラーニング・コンパス」と「エージェンシーの概念」に焦点を当てる形で御説明をいただき、懇談会委員との間で質疑応答が

交わされることで、その後の最上位目標や学習者像に関する議論を深めることにつながりました。 

 田熊氏からは、エージェンシーについて、「より良い未来を当事者（主体）として創るため」に「自分の人生及び周りの世界に

対して良い方向に影響を与える能力や意志があると信じることができる（＝自らの在り方(Being)を肯定できる）、自己効用

を感じられる、自らの存在・周りの物事に意味を見いだせる(Meaning making)」ことや「そういった変化を起こすために

(doing/actioning)、目的を設定し、振り返りながら責任ある行動をとる能力」とされました。そして、「エージェンシーは、様々

なコンピテンシーを身に付けた先で初めて身に付くものではなく、一人一人の子どもたちは生まれつきエージェンシーという『より良

くなろうと成長する力』を持っていて、それは伸ばすことも、損なうこともできる」ということでした。 

 学校教育に携わる立場では、子どもたちに対して「教え・育てる」ことを前提として考えていたため、田熊氏の説明にはインパク

トがありました。「生まれた時点では『０』の状態にある子どもたち」に「教えてあげなければいけないという立場」と、「子どもたちは

生まれた時点で元々成長する力（エージェンシー）を持っていることを前提とする立場」には大きな違いがあります。ただ、そこ

には、いずれも「どのようにすれば子どもたちのより良い未来につながるのか」という点は共通しています。  

 また、日本の若者の特徴として、「（東アジアに共通した傾向ではあるものの）失敗を極端に恐れる傾向が強いこと」、教員

の生徒への関わり方について「弱点を指摘することが多く、強みを伸ばすためのアドバイスが少ない」傾向があることについてもデ

ータに基づいて説明がありました。その後の相談の中では、「日本の学校や教員は、世界の中でもとても優秀であること」、「もっ

と自信を持ってほしいこと」についても繰り返し言及がありました。  

田熊氏から助言を受けた内容については、策定懇談会での議論を経て、群馬県教育ビジョン全体に反映しています。 
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コラム  「ウェルビーイング」（第2回外部ヒアリングから） 

「獲得型の幸福感」だけでなく、日本人が大切にする「協調型の幸福感」を考える 

みんな一人一人が、より幸せであり続けるために必要なことは何なのか 

第2回外部ヒアリングでは、京都大学 人と社会の未来研究院長  内田 由紀子 教授から「ウェルビーイング」をテー

マに御講演をいただきました。 

ウェルビーイングという言葉は、様々な分野で最近よく聞かれるようになりましたが、まだ一般になじみがあるとまでは言

えません。一方で、新しい国の教育振興基本計画（御講演時は案の段階）においても、「基本コンセプト」の一つとし

て掲げられていました。 

群馬県教育ビジョンの策定に当たっては、「ウェルビーイング」への理解を深めることが必要と考えました。幸いに、「文化

的幸福感」研究の第一人者であり、中央教育審議会におけるウェルビーイングに関わる検討において中心的役割を担っ

ていた内田教授からお話を伺うことができました。 
 

しばしば話題となる「日本人の幸福度の低さ」について、欧米型の価値観で重視される自己肯定感や自己実現等、

個人が獲得・達成する能力や状態に基づき、それらが高まっていることで幸せを感じる「獲得型のウェルビーイング」を尺度

とした場合の評価であることを説明いただきました。そして、この「獲得型のウェルビーイング」に対して、日本人が日常的に

重視する利他性、協働性や社会貢献意識等、人とのつながりや関係性に基づき、例えば自分だけでなく周りの人や大

切に思う人が幸せであることに幸せを感じたり、平凡であっても安定した日常を過ごすことができていることに幸せを感じた

りする「協調型のウェルビーイング」という考え方が紹介され、後者の要素を盛り込んだ調査では、日本人の幸福度は他

国と比べて低いとは言えない結果だったとの研究成果は、非常に印象的でした。 

また、日本社会で特徴的とされる「集団」と「個人」の関係性と、本人が「属する集団」が「個人のウェルビーイング」に与

える影響等、日常生活の中で漠然と感じていた様々な要素が言語化されることで、「獲得型のウェルビーイング」と「協調

型のウェルビーイング」の双方を高めていくためにはどうしていけばいいのか、理解を深めることができました。 
 

こうした内田教授の御説明を元に、群馬県教育ビジョンにおける「ウェルビーイング」の考え方について、計画全体のキ

ーワードと位置付けていた「エージェンシー」と最上位目標へのつながりを整理したものが、下のイメージ図です。 

下の図では、さらにグループや集団のポジティブな面とネガティブな面を可視化し、現状の認識につなげるとともに、集

団と個人のあるべき関係性と、そのためのカギとなる「対話」「交流」「信頼関係」を示しています。この「対話」「交流」「信

頼関係」という要素は、OECD ラーニング・コンパスでも重要視されており、群馬県教育ビジョンにおいても、様々な理念

や取組の根底に不可欠な要素として位置付けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※イメージ図は資料編P5 に再掲します。 
【用語解説】 

○同調圧力：集団において、少数意見を持つ人に対して、周囲の多くの人と同じように考え行動するよう、暗黙のうちに強制すること。 

○ 場 ：周りの人間関係や環境を含む概念。職場や地域、街等、個人の集合体。空気感や価値観の共有等を生み出す。 

 



28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


